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５ 処理方式の比較方法 

○処理方式の比較は、基本方針を踏まえ、次の①～④の項目について行うこととした。 

① 経済性（ライフサイクルコスト） 

② 環境負荷（二酸化炭素排出量） 

③ 循環型社会形成（再生利用率） 

④ 平成 58 年度末の最終処分場埋立残余容量 

 

○比較のケースとして、２方式３種類に対して、焼却残渣を全量埋立処分する場合（ケー

ス１）、焼却残渣を全量再生利用する場合（ケース２）を設定した。なお、溶融方式にお

ける焼却残渣とは、溶融飛灰を指す。さらに、ストーカ方式については、焼却残渣が主

灰と飛灰の２種類あることから、焼却主灰のうち飛灰相当量を再生利用し、他は埋立処

分する場合（ケース３）も設定した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

注：溶融方式における焼却残渣とは溶融飛灰 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケース１：

　１．ストーカ方式

　２．流動床式ガス化溶融方式

　３．シャフト式ガス化溶融方式

ケース２：焼却残渣は全量埋立処分
焼却主灰のうち飛灰相当量
のみ再生利用、他は埋立処分

焼却残渣は全量再生利用

　１．ストーカ方式

　２．流動床式ガス化溶融方式

　３．シャフト式ガス化溶融方式

ケース３：

　１．ストーカ方式
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６ 処理方式の比較結果 

 

① 経済性（ライフサイクルコスト） 

○建設費＋運営費（15 年間）の試算結果は下表のとおりであり、ケース１におけるストー

カ方式が最も安価となった。 

 これらの費用については、メーカーアンケート結果によるものである。 

なお、下表の額に建設工事に伴う国の交付金（約 66 億円）及び起債の交付税措置額（約

87 億円）を加えた額が建設費＋運営費（15 年間）の全体額となる。 

項 目 

ケース１ ケース２ ケース３ 

ストーカ

方式 

ガス化溶融方式 
ストーカ

方式 

ガス化溶融方式 
ストーカ 

方式 
流動床式 シャフト式 流動床式 シャフト式 

経 済 性 137 億円 151 億円 161 億円 168 億円 161 億円 170 億円 146 億円

 

② 環境負荷（二酸化炭素排出量） 

○59,549 トン/年を焼却処理した際に新可燃物処理施設から排出される二酸化炭素年間排

出量の試算結果は下表のとおりであり、ストーカ方式の排出量が最少となった。 

項 目 

ケース１ ケース２ ケース３ 

ストーカ

方式 

ガス化溶融方式 ストーカ

方式 

ガス化溶融方式 ストーカ 

方式 流動床式 シャフト式 流動床式 シャフト式 

実質排出量 7,733t 8,149t 15,123t 7,733t 8,149t 15,123t 7,733t

 

③ 循環型社会形成（再生利用率） 

○各ケースを採用した場合の鳥取県東部圏域における再生利用率は下表のとおりであり、

ケース２におけるシャフト式が最も高い値となった。最も低い値のケース１におけるス

トーカ方式の場合でも、再生利用率の目標値 25％程度の値となった。 

項 目 

ケース１ ケース２ ケース３ 

ストーカ

方式 

ガス化溶融方式 ストーカ

方式 

ガス化溶融方式 ストーカ 

方式 流動床式 シャフト式 流動床式 シャフト式 

再生利用率 24.7％ 28.0％ 29.4％ 31.4％ 30.5％ 31.7％ 26.9％

内
 

訳 

資源ごみのリサ
イクルによる再
生利用率 

24.1％ 24.1％ 24.1％ 24.1％ 24.1％ 24.1％ 24.1％

焼却残渣のリサ
イクルによる再
生利用率 

0.6％ 3.9％ 5.3％ 7.3％ 6.4％ 7.6％ 2.8％
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④ 平成 58 年度末の最終処分場埋立残余容量 

○平成 58 年度末の最終処分場埋立残余容量は、仮に新可燃物処理施設が平成 32 年度に供

用開始となった場合、下表のとおりの推計となった。この結果、いずれのケースにおい

ても十分な残余容量である 200,000 ㎥以上の確保が見込まれた。 

 

平成 58 年度末の最終処分場埋立残余容量 

項 目 

ケース１ ケース２ ケース３ 

ストーカ 

方式 

ガス化溶融方式 ストーカ 

方式 

ガス化溶融方式 ストーカ 

方式 流動床式 シャフト式 流動床式 シャフト式 

① 

焼却残渣処分量 
4,679m3 1,939m3 1,697m3 229m3 91m3 0m3 3,304m3

② 

不燃物処理残渣量 
1,345m3 1,345m3 1,345m3 1,345m3 1,345m3 1,345m3 1,345m3

③ 

即日覆土量 
602m3 328m3 304m3 157m3 144m3 135m3 465m3

④ 

年間埋立量 

＝①＋②＋③ 

6,626m3 3,612m3 3,346m3 1,731m3 1,580m3 1,480m3 5,114m3

⑤ 

Ｈ58 末埋立量 

＝④×27 年間 

178,902m3 97,524m3 90,342m3 46,737m3 42,660m3 39,960m3 138,078m3

Ｈ58末最終処分場 

埋立残余容量 

＝385,000 ㎥－⑤ 

206,098m3 287,476m3 294,658m3 338,263m3 342,340m3 345,040m3 246,922m3

※平成 31 年度末の最終処分場埋立残余容量：約 385,000 ㎥ 

（第 1 工区 135,000 ㎥＋第 2 工区 250,000 ㎥） 



8 
 

７ 総合比較 

○６の①～③の項目ごとの値を指数化し、一覧にまとめた。なお、６の④については参考

値とし、指数化は行わないこととした。 

指数化にあたっては、現在、鳥取県東部圏域で稼働している可燃物処理施設の処理方式

及び焼却残渣の取り扱いが同一であるケース１のストーカ方式を 100（基準値）として、

それに対する値をそれぞれのケースごとに算出した。 

 

項目評価の指数化 

項 目 

ケース１ ケース２ ケース３

ストーカ 

方式 

ガス化溶融方式 ストーカ 

方式 

ガス化溶融方式 ストーカ 

方式 流動床式 シャフト式 流動床式 シャフト式 

①経済性 

（ライフサイクルコスト） 
100 110 118 123 118 124 107

評価の考え方 数値が小さいほど経済性に優れている。 

②環境負荷 

(二酸化炭素排出量) 
100 116 196 100 116 196 100

評価の考え方 数値が小さいほど環境負荷の低減に寄与している。 

③循環型社会形成 

(再生利用率) 
100 113 119 127 123 128 109

評価の考え方 数値が大きいほど循環型社会形成への貢献度が高い。 

【参考値】 

項 目 

ケース１ ケース２ ケース３

ストーカ 

方式 

ガス化溶融方式 ストーカ 

方式 

ガス化溶融方式 ストーカ

方式 流動床式 シャフト式 流動床式 シャフト式 

④H58 末最終処分場 

埋立残余容量 
いずれも十分な埋立残余容量の確保が見込まれた。 

 

 








